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図 2 企業の経営活動と会計の関わり 
目標    →   行為    →    結果 
                   （会計処理）     （会計資料） 
                    ↑ 
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うとする意識が鮮明に現れてきたことである。第 6 は、徳川幕府によって事実上初めて国内
通貨が統一されたことである（pp.2-4）。 
 このような近世社会の特質は、和式帳合法の生成に大きく関わっている。まず、第 6 の特
質にあるように、国内通貨の統一は、貨幣経済の発展を促したばかりでなく、商取引を貨幣
















































































する家を本家 6 軒、連家 3 軒とし、9 軒をもって三井家同苗と規定した。本家は北家、中立
売家、新町家、竹屋町家、南家、および出水家の 6 軒であり、連家は松坂南家、松坂北家、
および小野田家の 3軒である。本家のうち北家が三井家の総領家となる。その後、享保 15（1730）



















大元方設立当初の寄合の出席者は、頭領役の同苗 3 人と元〆と呼ばれる筆頭手代5) であり、
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この他に各営業店において重要な役職についている主だった手代も参加することになってい
た（三井文庫、1980、pp.100-102）。その後、享保元（1716）年正月に各営業店宛に寄合の仕















 『両替店規矩録』の最初の条項で、大元方から銀 1,000 貫目を「元建」として京都両替店
に渡し、それに対する「商徳功納」として京都両替店は大元方に 1 年に銀 200 貫目を渡すこ
とが規定されている。「元建」以外に大元方から借り入れた場合は利息を支払うことが定めら




























大元方・営業店・同苗の 3 者の経済的な関係をまとめると、図 3のようになる。図 3に示
す営業店と同苗は、それぞれの組織がほぼ固定した 1730 年代頃のものである。 
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勘定目録』、『金銀出入寄』、および『金銀出入帳』は 7 月 14 日と 12 月末日を決算日として、
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　　　貫　匁 　　　貫　匁
店々元建かし 2,685,000.000 有銀 10,337,276.062
営業店かし 8,287,400.114 功納外延銀請取 1,585,533.275
同苗かし 53,013.560 元手銀預り 264,050.000
紀州様かし 285,000.000 利足積 132,864.300
大名かし 156,250.000 営業店預り 1,090,893.750
手代・町人・寺社・その他かし 563,211.666 同苗預り 200,205.340
穴蔵・土蔵 3,755,000.000 その他預り 75,333.020
























して当期純利益が計算される。表 1 は享保 9（1724）年の『大元方勘定目録』の財産計算部
分を整理したものであり15)、当期純利益として「延銀」が計上されている。このように「預
り方」と「貸シ方」は、今日の貸借対照表に相当する部分となっている。
表 1 『大元方勘定目録』の財産計算部分（享保 9年下期） 
（出所）三井文庫（1973）pp.652-670 から作成。 





































旦那衆御隠居料 13,100.000 店々功納外延銀入 2,466,599.430
旦那衆御賄方 171,921.740 店々功納 193,750.000
仲ケ間出し切 129,680.515 店々臨時納 67,436.370
御屋敷方附届入目 11,648.340 江戸有家宿賃取立高　 42,805.827
仲ケ間普請料 90,211.000 大坂有家宿賃取立高　 930.640
旦那衆江戸上下路金 1,650.000 利足入払　差引シテ取方 33,987.645
旦那衆於江戸・大坂小遣雑用 5,521.440 御為替利足　差引シテ徳用 13,033.830
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　　　　　貫　匁
期 首 資 本 有銀 10,337,276.062
当 期 純 利 益 延銀 2,309,864.197
期 末 資 本 12,647,140.259
















末資本を『宗竺遺書』で定められた配分割合で計算される。表 4 は享保 9（1724）年の『大
元方勘定目録』の同苗各家の持ち分計算部分を整理したものである。 
 


























































































































































図 4 経営史研究に還元するような会計史研究 
 
結果     →     行為      ⇢    目標 
（会計資料）       （会計処理） 
『大元方勘定目録』など     三井家帳合法 
                   ↓ 








































2)  安岡（1970）の「第 1 部 鴻池の研究」の第 2 章において『算用帳』に基づいた鴻池家の帳合法、
















異なる。たとえば、宝永 7（1710）年における江戸本店の役職は、上から元〆1 名、名代 1 名、支
配人 3 名、組頭 5 名、役頭 8 名、目付 4 名であった（三井文庫、1980、p.99）。奉公人の頂点に位置
する元〆は、『宗竺遺書』においても、「元〆役之事」という項目の冒頭に「家の守り第一之役人ニ













7)  『規矩録』は 7 冊作成されたというが、現存しているのは京都両替店、綿店、および御用所に宛て














（借）役職手当  ×××  （貸）金  銀  ××× 
（借）金  銀  ×××  （貸）預 り 金  ××× 








14) 『大元方勘定目録』の基本構成は、宝永 7（1710）年から明治 6（1873）年まで変化はない。しか
し、その表示形式、会計計算方法、会計処理法などは時代によって異なる。ここでは、それらが確
立した享保期の『大元方勘定目録』を前提に三井家の帳合法について述べていく。なお、享保期の
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『大元方勘定目録』の計算構造や内容を詳細に分析したものに、西川（1993、2003）および飯野（1998）
がある。 
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